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新型コロナワクチンについて その 5 ～筋肉注射について～ 

 

一般社団法人 小金井市医師会 

 

新型コロナワクチンは必ず筋肉注射で接種します。海外ではワクチン接種は筋肉注射が一般的ですが、日本は

皮下注射が多いので慣れていない方も多いと思います。今回は筋肉注射について解説致します。 

 

１．筋肉注射と皮下注射の違い 

 皮膚の下に皮下脂肪があり、その下に筋肉があります。筋肉注射は針を筋肉まで刺し、皮下注射は皮下脂肪ま

で針を刺してワクチンを注射します。（図１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海外の多くの国では、生ワクチンは皮下注射ですが、インフルエンザワクチン含めて不活化ワクチンなどは筋肉

注射というのが一般的です。 

筋肉注射にはこんなメリットがあります。 

 

（１）皮下脂肪より筋肉の方が組織の血流が豊富で免疫細胞も多く分布するので、免疫がつきやすい。 

（２）多くのワクチンにおいて筋肉注射の方が皮下注射と比べて局所の反応（痛み、腫れなど）が少ない。 

（３）特にアジュバント（ワクチンの効果を高める成分）が入ったワクチンは、皮下注射をするとより多く痛みや腫れ、 

そして強い炎症や肉芽を生じる可能性がある。 

 

筋肉注射は痛いというイメージをもっている方もいらっしゃると思いますが、実際は皮下注射より痛みが少ないこ

とがわかっています。今回の新型コロナワクチンをすでに接種した国内外の医療従事者からも、インフルエンザワク

チンより痛くなかったという声が多く寄せられています。 

このような理由から、世界では筋肉注射が推奨されています。ではどうして日本国内では皮下注射が一般的とな

っているのでしょうか？ 

1962 年頃から、静岡や山梨などでふとももの筋肉が動かなくなる子どもが多発しました。理由を調べたところ、

抗生物質や鎮痛薬や栄養剤を何度も繰り返して筋肉注射で投与していたことがわかりました。再発防止のため

に、1976 年に日本小児科学会が「小児にはできるだけ筋肉注射しないこと」という方針を出しました。やるべきで

ない抗生物質などを乱用したことが問題であって、ワクチンや筋肉注射の手技とは関係ないのですが、こうした理

由で日本ではワクチンも皮下注射が主流となりました。世界的には筋肉注射のほうが安全性も有効性も優れてい

るとされているので、日本もこれを機に筋肉注射に変わっていくといいですね。 

 

図 1 

「新型コロナワクチンはなぜ筋肉注射なのか？」 

紙谷聡 より 



２．筋肉注射の受け方 

 新型コロナワクチンは三角筋の中央部に筋肉注射します。筋肉注射を受ける際は、手を腰に当てずまっすぐ下に

おろしてください。手を腰に当ててしまうと、針が橈骨神経にあたりやすくなってしまいます。また、肩をしっかり出さな

いと、接種すべき部位にきちんと接種することができません。肩をしっかり出せる服装でいらしてください。（図２） 

 

 

 

接種後は揉まないで軽く押さえてください。血が固まりにくくなる薬を飲まれている方は、2分間強めに押さえてく

ださい。翌日に接種部位に筋肉痛のような痛みが出たり腫れたりすることがありますが、２～３日でおさまることがほ

とんどです。 

 

３．最後に 

 これを読んで、筋肉注射が痛そうだからワクチン接種どうしようかな、と思っている方の不安が少しでも軽くなれば

と思います。緊張しすぎると痛みを強く感じたり、血管迷走神経反射といって失神しやすくなることがあります。小金

井市医師会では万全の準備をしておりますので、安心してリラックスして接種を受けていただければと思います。 
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小金井市新型インフルエンザ等                令和３年４月６日 

対策本部部会資料                      市 民 部 経 済 課  

 

新型コロナウイルス感染症対策の概要（経済課） 

 

１ 概要 

 ⑴ 緊急対応方針第１弾（令和２年４月２４日公表） 

  ① 融資相談専門窓口の開設 

    東京都の専門家派遣制度を活用し、５月７日から７月３１日までの間、中小

企業診断士による相談窓口を開設。相談件数は６５件である。 

  ② 市内事業者の資金繰り支援 

    小口事業資金融資あっせん制度の経営安定化緊急資金融資における申し込み

要件の緩和（３月１８日から）及び利子を全額市負担とする制度（４月２８日

から）の運用を開始。申請件数は２５件である。 

  ③ 地域のニーズを踏まえた飲食店への支援 

    市内事業者間の連携による「小金井お弁当プロジェクト」など、弁当のテイ

クアウトやデリバリーの取組に対して市ホームページ及び公式ツイッター、Ｃ

－ナビでの情報提供を実施 

 

 ⑵ 緊急対応方針第２弾（令和２年５月１９日公表） 

  ① 市内事業者の資金繰り支援 

    売上が１５％以上減少している事業者の内、賃貸物件で事業を行っている事

業者を対象に１物件当たり２０万円を支給する事業継続支援給付金事業を開

始。申請期間は６月８日から当初は８月末まで、その後申請状況を鑑み９月末

まで延長、予算額は２５０，０００千円、決算見込額は１４４，６００千円、

支給件数は６４４件、執行率は５７．８％である。 

 

 ⑶ 緊急対応方針第３弾（令和２年８月１２日公表） 

  ① 市内事業者の資金繰り支援 

    売上が１５％以上減少している事業者の内、事業継続支援給付金の対象とな

らなかった事業者に対して、１事業者当たり２０万円を支給する事業者応援金

事業を開始。申請期間は９月９日から１１月末まで、予算額は１８６，０００

千円、決算見込額は１３３，５９５千円、支給件数は６８３件、執行率は７

１．８％である。 



  ② 商工会実施事業への補助金交付 

   ・プレミアム付き商品券事業 

    市内の消費喚起及び事業者支援を目的として、１３，０００円の商品券を１

０，０００円で販売、２０，０００部発行した。現在、商工会において実績の

取りまとめを行っているところであるが、販売実績は１９，３９６部となって

おり、若干の未使用分を含め予算額８０，０００千円に対して決算見込額は約

７２，０００千円、執行率は約９０％となっている。 

   ・応援弁当 

    市内飲食店の支援を目的として、本庁暫定庁舎敷地内において１０月１４日

から３月１２日までの毎週水・木・金曜日に弁当販売を実施、予算額は３，５

８５千円、決算見込額は約３，１１８千円、執行率は約８７％である。 

   ・先売りチケット 

    市内の店舗・事業所で使用できる１枚１，０００円の前売りチケットを３万

枚発行し、資金面で事業者を応援することを目的として実施、チケットの販売

期間は１１月１日から３月１５日、参加事業者数は２６店舗、予算額は５，５

７３千円、決算見込額は約４，０００千円、執行率は約７２％である。 

  ③ 観光まちおこし協会実施事業への補助金交付 

   ・ガイドブック作成及び活用事業 

    「新しい生活様式」に繋がる魅力をアピールすることを目的として、「小金井

市ご近所活用ガイドブック」を１０，０００部作成することに加え、ガイドブッ

ク活用のための回遊イベントを実施する事業で、３月８日から３月２８日までの

間、「こがねいわくわくコビトびより」を実施、参加者は約９６０名となってい

る。 

   ・こがねいコモンズ事業 

    少子高齢化社会における地域コミュニティの再生を図ることを目的としつつ

ウィズコロナ時代にも対応した取組として、オープンスペースを活用した消費

や交流の場の立上げと利活用を進めるプラットフォームを構築する事業で、令

和２年度中には、事業性検証調査として、市民向け及び事業者向けのアンケー

ト調査を実施した他、モデル事業として「道草市」を３回実施した。 

 

 ⑷ その他 

  ① 市内事業者有志の取組である「小金井お弁当プロジェクト」事業への後援 

  ② 行政書士会による持続化給付金申請サポート事業への後援 

  ③ 青年会議所による「カモン！！こがねい」事業への後援 



  ④ セーフティネット保証４号、５号、危機関連保証の認定 

 

２ 事業実施体制 

  観光まちおこし協会派遣職員の派遣解除、職員の応援派遣制度を活用し、令和２

年３月中旬から令和２年１２月中旬までの間、延べ６名（常時２名程度）の応援体

制で業務を遂行 

 

３ 今後の展開 

 ⑴ 緊急対応方針第５弾（令和３年２月２２日公表） 

  ① 事業者の資金繰り支援 

   ・事業者特別支援金（予算額：約１．５億円） 

    新型コロナウイルス感染症による影響が拡大・長期化しているため、売上が

１５％以上減少している事業者に対して１０万円の支援金を支給する。５月中

旬を目途に申請受付を開始予定である。 

   ・小口事業資金融資あっせん制度における経営安定化緊急資金融資の利子を全

額市負担とする制度（令和２年度からの継続）の運用を６月末まで延長 

  ② 地域振興券（予算額：約３．６億円） 

    市内消費の喚起及び市内事業者の支援を目的として、全市民を対象に一人当

たり２，５００円の地域振興券を発行する。商工会との共同事業として令和３

年１０月頃を目途に実施予定 

  ③ 商工会への補助金（予算額：約６６０万円） 

   ・応援弁当（令和２年度からの継続） 

    ４月７日（水）から再開予定 

  ④ 観光まちおこし協会への補助金（予算額：約７８０万円） 

   ・こがねいコモンズ事業（令和２年度からの継続） 

     ４月１７日（日）第４回道草市を本町住宅公園で開催予定 

 

 ⑵ その他 

  ① キャッシュレス決済ポイント還元事業 

  ② セーフティネット保証 

 

４ 市内事業者の状況 

 ⑴ 事業者アンケート 

   令和３年１月２０日から２月９日までの間で小金井市観光まちおこし協会がイ



ンターネット調査により実施した市内事業者アンケート（サンプル数８７）で

は、市内事業者の約７割が新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、売上、

客足ともに減少しているとの結果が出ている。 

   売上が増加している業種は、スーパーマーケット、テイクアウト専門店、教育

事業者となっている。 

   また、行政が実施する新型コロナウイルス感染症対策として有効だと思うもの

については、割合の高い順に、①感染予防のための情報提供、②資金面での支

援、③地元での消費促進となっている。 

 

 ⑵ 事業継続支援給付金・事業者応援金の分析 

   令和２年度に実施した事業継続支援給付金及び事業者応援金における業種別売

上減少率は別紙１のとおりである。 

 



別紙１

給付金と応援金の合算

15～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％ 60～69％ 70～79％ 80～89％ 90％以上 計

建設業 2 14 12 18 29 26 22 11 19 153

製造業 2 2 6 5 10 9 5 4 7 50

情報通信業 1 3 3 8 9 2 10 14 23 73

運輸業 1 1 0 3 4 2 0 2 2 15

卸売・小売業 19 20 28 15 29 22 24 13 14 184

金融・保険業 0 0 1 0 0 0 0 1 1 3

不動産業・物品賃貸業 4 5 6 6 7 2 4 4 8 46

学術研究・専門・サービス業 5 8 11 9 20 15 28 21 52 169

宿泊業・飲食サービス業 6 16 10 18 51 40 36 24 32 233

生活関連サービス業 4 21 17 15 41 16 10 13 28 165

教育・学習支援業 2 1 0 3 11 15 4 7 19 62

医療・福祉 16 32 18 24 27 11 3 1 7 139

サービス業（他に分類されないもの） 0 2 2 1 9 3 2 4 11 34

計 62 125 114 125 247 163 148 119 223 1326
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60～69％ 70～79％ 80～89％ 90％以上

73件 15件

19
10.3%

20
10.9%

28
15.2%

15
8.2%29

15.8%

22
12.0%

24
13.0%

13
7.1%

14
7.6%

卸売・小売業

15～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％

60～69％ 70～79％ 80～89％ 90％以上

0
0.0%
0

0.0%

1
33.3%

0
0.0%
0

0.0%
0

0.0%
0

0.0%

1
33.3%

1
33.3%

金融・保険業

15～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％

60～69％ 70～79％ 80～89％ 90％以上

184件 3件

4
8.7%

5
10.9%

6
13.0%

6
13.0%7

15.2%

2
4.3%

4
8.7%

4
8.7%

8
17.4%

不動産業・物品賃貸業

15～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％

60～69％ 70～79％ 80～89％ 90％以上

5
3.0%

8
4.7%11

6.5%
9

5.3%

20
11.8%

15
8.9%

28
16.6%

21
12.4%

52
30.8%

学術研究・専門・サービス業

15～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％

60～69％ 70～79％ 80～89％ 90％以上

46件 169件



6
2.6%

16
6.9% 10

4.3%
18
7.7%

51
21.9%

40
17.2%

36
15.5%

24
10.3%

32
13.7%

宿泊業・飲食サービス業

15～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％

60～69％ 70～79％ 80～89％ 90％以上

4
2.4%

21
12.7%

17
10.3%

15
9.1%

41
24.8%

16
9.7%

10
6.1%

13
7.9%

28
17.0%

生活関連サービス業

15～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％

60～69％ 70～79％ 80～89％ 90％以上

233件 165件

2
3.2%

1
1.6%

0
0.0%

3
4.8%

11
17.7%

15
24.2%4

6.5%

7
11.3%

19
30.6%

教育・学習支援業

15～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％

60～69％ 70～79％ 80～89％ 90％以上

16
11.5%

32
23.0%

18
12.9%

24
17.3%

27
19.4%

11
7.9%

3
2.2%

1
0.7%

7
5.0%

医療・福祉

15～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％

60～69％ 70～79％ 80～89％ 90％以上

62件 139件

0
0.0%

2
5.9%

2
5.9% 1

2.9%

9
26.5%

3
8.8%

2
5.9%

4
11.8%

11
32.4%

サービス業（他に分類されないもの）

15～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％

60～69％ 70～79％ 80～89％ 90％以上

34件

62
4.7% 125

9.4%

114
8.6%

125
9.4%

247
18.6%

163
12.3%

148
11.2%

119
9.0%

223
16.8%

合計

15～19％ 20～29％ 30～39％ 40～49％ 50～59％

60～69％ 70～79％ 80～89％ 90％以上

1,326件








